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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　化学組成が、質量％で、
　　Ｃ　：０．０２～０．１３％、
　　Ｓｉ：０．０１～０．５０％、
　　Ｍｎ：０．２０～０．７０％、
　　Ｐ　：０．０２０％以下（０％を含む）、
　　Ｓ　：０．００５～０．０２０％、
　　Ａｌ：０．００５～０．０５０％、
　　Ｃｒ：０．０２～１．５０％、
　　Ｖ　：０．０２～０．５０％、
　　Ｎｂ：０．００５～０．０５０％、及び
　　Ｎ　：０．００３～０．０３０％
を含有し、残部はＦｅ及び不可避的不純物であり、
　固溶Ｎｂの含有量（質量％）が上記Ｎｂの総含有量に対して２５％以上、
　固溶Ｖの含有量（質量％）が上記Ｖの総含有量に対して５０％以上、
　下記式（１）で表されるｆｎ１が０．０３以上、
　下記式（２）で表されるｆｎ２が１３．５以下であって、
　金属組織が、面積率で、
　　フェライト：８５％以上、
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　　ベイナイトとマルテンサイトの合計：５％以下（０％を含む）
を含む
ことを特徴とする冷間鍛造用時効硬化用鋼。
　　ｆｎ１＝［Ｎｂ］／［Ｖ］　・・・　（１）
　　ｆｎ２＝１２５×Ｃ－１３×Ｖ－４×Ｎｂ　・・・　（２）
　式（１）と式（２）において、［Ｖ］は固溶Ｖの質量％、［Ｎｂ］は固溶Ｎｂの質量％
、Ｃは鋼が含有するＣの質量％、Ｖは鋼が含有するＶの質量％、Ｎｂは鋼が含有するＮｂ
の質量％を示す。
【請求項２】
　さらに、前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．２
０％以下及びＭｏ：０．２０％以下のうちの１種以上を含有することを特徴とする請求項
１に記載の冷間鍛造用時効硬化用鋼。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷間鍛造用時効硬化用鋼に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車部品、産業機械部品及び建設機械部品など機械構造部品の素材となる構造用鋼と
して、機械構造用炭素鋼および機械構造用合金鋼が用いられている。
【０００３】
　これらの鋼材から部品を製造するために、従来は主として「熱間鍛造－切削」工程が採
用されてきた。近年は、生産性の向上を目的に「冷間鍛造－切削」工程への切替えが志向
されている。このように「冷間鍛造－切削」工程を採用することで、冷間鍛造によりニア
ネットシェイプ化が図られ、また切削量が削減されるため、生産性が向上する。
【０００４】
　しかし、一般に、冷間鍛造は、加工度が大きいために、加工荷重が高い、金型寿命が短
い、部品に割れが発生しやすいといった問題が生じる。したがって、素材となる鋼材の冷
間鍛造性（冷鍛性）を高めること、すなわち冷間鍛造時の荷重を小さくすること、割れ発
生を抑制することが最も重要な課題である。
【０００５】
　一方、自動車部品、産業機械部品及び建設機械部品などの機械構造部品には、高い疲労
強度が求められる。高い疲労強度を達成するためには、冷間鍛造後の硬さを高くすること
が有効である。しかし、素材である鋼材の硬さを高くすることで、冷間鍛造後の硬さを高
めようとすると、冷間鍛造性を低下させる。すなわち、素材の鋼材において、冷間鍛造性
と疲労強度とを両立させることは困難であった。
【０００６】
　そこで、このような問題を解決すべく、冷間鍛造部品の疲労強度を高くするために、冷
間鍛造後に、Ａｃ３以上の温度に加熱して、焼入れ焼戻しあるいは高周波焼入れの熱処理
を行い、全体または表面を硬化することが行われている。
【０００７】
　しかし、このような方法では、熱処理後の部品硬度が高くなるために、被削性の低下が
避けられず、冷間鍛造による生産性向上のメリットが享受できないという課題があった。
【０００８】
　そこで、切削加工時には硬度を必要以上に高めず、切削加工後の熱処理により硬度を高
める用途に適用される、いわゆる時効硬化用鋼材がある。
【０００９】
　特許文献１には、化学成分が質量％で、Ｃ：０．０１～０．１５％、Ｓｉ：０．０５％
以下、Ｍｎ：０．１０～０．９０％、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｃ
ｒ：０．５０～２．０％、Ｖ：０．１０～０．５０％、Ａｌ：０．０１～０．１０％、Ｎ
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：０．０００８０％以下およびＯ：０．００３０％以下を含有し、残部はＦｅおよび不純
物からなり、３９９×Ｃ＋２６×Ｓｉ＋１２３×Ｍｎ＋３０×Ｃｒ＋３２×Ｍｏ＋１９×
Ｖ≦１６０以下、２０≦（６６９．３×ｌｏｇＣ－１９５９．３×ｌｏｇＮ－６９８３．
３）×（０．０６７×Ｍｏ＋０．１４７×Ｖ）≦８０、１６０≦１４０×Ｃｒ＋１２５×
Ａｌ＋２３５×Ｖ、９０≦５１１×Ｃ＋３３×Ｍｎ＋５６×Ｃｕ＋１５×Ｎｉ＋３６×Ｃ
ｒ＋５×Ｍｏ＋１３４×Ｖ≦１７０を満たし、組織がフェライト・パーライト組織、フェ
ライト・ベイナイト組織またはフェライト・パーライト・ベイナイト組織で、かつ、フェ
ライトの面積率が７０％以上であり、抽出残渣分析による析出物中のＶ含有量が０．１０
％以下であり、芯部硬さがビッカース硬さで２２０以上、有効硬化層深さ０、２０ｍｍ以
上であることを特徴とする冷鍛窒化用鋼、冷鍛窒化用鋼材および冷鍛窒化部品に関する技
術が開示されている。
【００１０】
　特許文献２には、化学成分が質量％で、Ｃ：０．０６～０．５０％、Ｓｉ：０．０５％
以下、Ｍｎ：０．５～１．０％以下、Ｖ：０．１０～０．６０％を含み、初析フェライト
とパーライトとの合計量が面積率で９０％以上であり、かつ前記初析フェライト量が式ｆ
＝１００－１２５［Ｃ］＋２２．５［Ｖ］で示されるｆ値以上の面積％であり、前記初析
フェライト中にＶＣが析出した冷間加工性に優れた冷間圧造用鋼に関する技術が開示され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０５３５４１号
【特許文献２】特開２０００－２７３５８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　特許文献１に開示されている技術は、優れた冷間鍛造性及び冷間鍛造後の被削性を有す
る鋼及び鋼材を提供するとともに、冷間鍛造と窒化の処理が施された部品に、高い芯部硬
さ、高い表面硬さ及び深い有効硬化層深さを具備させることができる。しかしながら、疲
労強度については言及されておらず、耐久比（疲労強度／引張強度）の向上については検
討されていない。
【００１３】
　特許文献２に開示されている技術は、圧延ままで冷間加工に供することができる冷間圧
造用鋼に係るものであって、熱間圧延中にＶＣを析出させ、固溶Ｃを減少させることで冷
間鍛造性を高めた鋼を提供するものである。しかしながら、特許文献２記載の技術は、疲
労強度を考慮したものではない。また、強度を向上させる場合は、調質処理することを前
提としており、調質処理後の硬化した状態で切削が必要となり、被削性の低下が避けられ
ない。
【００１４】
　本発明は上記現状に鑑みてなされたもので、４００ＭＰａ以上の引張強度、２５０ＭＰ
ａ以上の疲労強度を確保しつつ、高い冷間鍛造性を有し、かつ、冷間鍛造による加工硬化
、及び冷間鍛造後の時効硬化によって、高い耐久比が得られる冷間鍛造用時効硬化用鋼を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは、前記の課題を解決するために種々の検討を実施した。その結果、下記（
Ａ）～（Ｄ）の事項が明らかとなった。
【００１６】
　（Ａ）優れた冷間鍛造性を得るためには、鍛造に供する素材（鋼）の硬さを低減するこ
とが必要である。素材の硬さを低減することで鍛造荷重を低下させることができる。また
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、冷間鍛造時の割れを抑えるためには、素材となる鋼のＣ量を低減することが効果的であ
る。
【００１７】
　（Ｂ）時効硬化処理後に高い疲労強度を得るためには、Ｖ炭窒化物、Ｎｂ炭窒化物の析
出硬化を利用すること、また、ミクロ組織をフェライトとパーライトを主体とした上でこ
のパーライト面積率を低減することが効果的である。時効硬化処理は単に疲労強度を高め
るだけでなく、耐久比（疲労強度／引張強度）を高める作用がある。耐久比が高いと、必
要とされる疲労強度を確保しつつ、引張強度を比較的低くできるため、切削加工性の低下
を防止する効果が得られる。本発明における高い耐久比とは、０．６００以上であること
を指す。
【００１８】
　（Ｃ）Ｎｂは単独で含有させても、時効硬化後に十分な耐久比向上効果を得ることがで
きないが、ＮｂとＶを同時に含有させると、複合炭窒化物が析出することにより、Ｎｂを
単独で含有させた鋼と比べた場合はもちろんのこと、Ｖを単独で含有させた鋼と比べても
大きな耐久比向上効果を得ることができる。
【００１９】
　（Ｄ）優れた冷間鍛造性を発揮させるためにＣ量を低減しても、素材となる鋼の化学組
成を適正に制御すれば、充分な時効析出が得られ、鋼の耐久比が向上する。
【００２０】
　本発明は、上記（Ａ）～（Ｄ）の知見に基づいて完成されたものであり、その要旨は、
以下のとおりである。
【００２１】
　［１］化学組成が、質量％で、Ｃ：０．０２～０．１３％、Ｓｉ：０．０１～０．５０
％、Ｍｎ：０．２０～０．７０％、Ｐ：０．０２０％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００
５～０．０２０％、Ａｌ：０．００５～０．０５０％、Ｃｒ：０．０２～１．５０％、Ｖ
　：０．０２～０．５０％、Ｎｂ：０．００５～０．０５０％、及びＮ：０．００３～０
．０３０％を含有し、残部はＦｅ及び不可避的不純物であり、固溶Ｎｂの含有量（質量％
）が上記Ｎｂの総含有量に対して２５％以上、固溶Ｖの含有量（質量％）が上記Ｖの総含
有量に対して５０％以上、下記式（１）で表されるｆｎ１が０．０３以上、下記式（２）
で表されるｆｎ２が１３．５以下であって、金属組織が、面積率で、フェライト：８５％
以上、ベイナイトとマルテンサイトの合計：５％以下（０％を含む）を含むことを特徴と
する冷間鍛造用時効硬化用鋼。
【００２２】
　ｆｎ１＝［Ｎｂ］／［Ｖ］　・・・　（１）
【００２３】
　ｆｎ２＝１２５×Ｃ－１３×Ｖ－４×Ｎｂ　・・・　（２）
【００２４】
　式（１）と式（２）において、［Ｖ］は固溶Ｖの質量％、［Ｎｂ］は固溶Ｎｂの質量％
、Ｃは鋼が含有するＣの質量％、Ｖは鋼が含有するＶの質量％、Ｎｂは鋼が含有するＮｂ
の質量％を示す。
【００２５】
　［２］さらに、前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：
０．２０％以下及びＭｏ：０．２０％以下のうちの１種以上を含有することを特徴とする
前記［１］の冷間鍛造用時効硬化用鋼。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼は、冷間鍛造性に優れ、かつ、焼入れ焼戻しや高周波焼
入れの熱処理を行うことなく、時効硬化処理によって高い耐久比と被削性が確保できる。
さらに本発明の時効硬化鋼を素材として用いることで、これまで一般的であった「熱間鍛
造－切削」工程に代えて、「冷間鍛造－時効硬化処理－切削」工程によって、自動車部品
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、産業機械部品、建設機械部品など機械構造部品を製造することができ、生産性を向上さ
せることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】式（１）によって算出されるｆｎ１と、耐久比（疲労強度／引張強度）との関係
を表すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼（以下「鋼」又は「鋼材」ともいう）の各要件に
ついて詳しく説明する。なお、以下の説明における各元素の含有量の「％」表示は、特に
断りのない限り「質量％」を意味する。
【００２９】
　はじめに、化学組成について説明する。
【００３０】
　［Ｃ：０．０２～０．１３％］
　Ｃは、機械構造部品としての強度を高めるために必要な元素である。しかしながら、本
発明においては、冷間鍛造時の割れを抑えるために、Ｃ量を低減する。Cの含有量が０．
１３％を越えると冷間鍛造時に割れが発生するため、その含有量を０．１３％以下とする
。Ｃ含有量が０．０２％未満では時効硬化処理後に４００ＭＰａ以上の引張強度、２５０
ＭＰａ以上の疲労強度を確保できない。このため、Ｃの含有量を０．０２％以上とする。
なお、Ｃの含有量は、０．０３％以上、０．１０％未満とすることが望ましい。
【００３１】
　［Ｓｉ：０．０１～０．５０％］
　Ｓｉは、溶製時の脱酸用として必要な元素であり、この効果を得るために０．０１％以
上を含有させる。しかしながら、Ｓｉはフェライトを固溶強化するため、Ｓｉの含有量が
０．５０％を越えると、冷間鍛造性を低下させる。したがって、Ｓｉの含有量を０．５０
％以下とする。Ｓｉの含有量は、０．０５％以上、０．４５％以下とすることが望ましい
。
【００３２】
　［Ｍｎ：０．２０～０．７０％］
　Ｍｎは、固溶強化元素として最終部品の強度を高める。Ｍｎの含有量が０．２０％未満
では最終部品の強度が不足し、０．７０％を超えると冷間鍛造性を低下させる。このため
、Ｍｎの含有量を０．２０～０．７０％とする。なお、Ｍｎの含有量は、０．２５％以上
、０．６５％以下とすることが望ましい。
【００３３】
　［Ｐ：０．０２０％以下］
　Ｐは、鋼中に不可避的に含有される不純物であり、鋼中で偏析しやすく、局所的な延性
低下の原因となる。Ｐの含有量が０．０２０％を超えると、局所的な延性低下が著しくな
る。したがって、含有量を０．０２０％以下に制限する。含有量は、０．０１８％以下に
制限することが望ましい。Ｐの含有量は０でもよい。
【００３４】
　［Ｓ：０．００５～０．０２０％以下］
　Ｓは、被削性を向上させる元素である。被削性向上の効果を得るためには０．００５％
以上を含有する必要がある。０．０２０％を超えて含有すると、鋼中に粗大な硫化物を生
成させ、冷間鍛造時の割れ発生の原因となる。したがって、Ｓの含有量を０．００５～０
．０２０％とする。なお、Ｓの含有量は、０．０１８％以下とすることが望ましい。
【００３５】
　［Ａｌ：０．００５～０．０５０％］
　Ａｌは鋼精錬時の脱酸剤である。脱酸の効果を得るために０．００５％以上含有させる
。含有量が０．０５０％を超えると、鋼中に粗大なＡｌ介在物を生成し、冷間鍛造時の割
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れ発生の原因となる。したがって、Ａｌの含有量を０．０５０％以下とする。なお、Ａｌ
の含有量は、０．０４５％以下とすることが望ましい。
【００３６】
　［Ｃｒ：０．０２～１．５０％］
　Ｃｒは、固溶強化元素として鍛造後の疲労強度を高める効果を有する。しかし、その含
有量が１．５０％を超えると、過度に素材硬さを高めて冷間鍛造性が低下する。このため
、Ｃｒの含有量を０．０２～１．５０％とする。なお、Ｃｒの含有量は、０．０３％以上
、１．３０％以下とすることが望ましい。
【００３７】
　［Ｖ：０．０２％～０．５０％］
　Ｖは、時効硬化処理の際にＶとＮｂの複合炭窒化物を形成することで、疲労強度と耐久
比を高める。この効果を得るために、Ｖを０．０２％以上含有させる。合金コストの観点
から、上限は０．５０％とする。なお、Ｖ含有量は、０．０３％以上であることが望まし
い。
【００３８】
　［Ｎｂ：０．００５％～０．０５０％］
　Ｎｂは、Ｖと同時に添加することで、時効硬化処理の際にＶと複合的に炭窒化物を形成
し、耐久比を高める。この効果を得るために、０．００５％以上含有させる。合金コスト
の観点から、上限は０．０５０％とする。なお、Ｎｂの含有量は、０．０１０％以上が望
ましい。
【００３９】
　［Ｎ：０．００３～０．０３０％以下］
　Ｎは、冷間鍛造後の時効硬化処理においてＶ、Ｎｂと結合し、複合炭窒化物として析出
することで耐久比を向上させる。この効果を得るために、０．００３％以上含有させる。
しかし、過剰に含有されると冷鍛性低下の原因となるため、その含有量を０．０３０％以
下とする。なお、Ｎの含有量は、０．０２５％以下とすることが望ましい。
【００４０】
　本発明の冷間鍛造用時効硬化用鋼は、上記元素のほか、残部がＦｅおよび不可避的不純
物からなる化学組成を有するものである。不可避的不純物とは、鉄鋼材料を工業的に製造
する際に、原料としての鉱石、スクラップ、または製造環境などから混入するものをいう
。
【００４１】
　本発明の冷間鍛造用時効硬化用鋼の化学組成は、上記元素のほか、Ｆｅの一部に代えて
、Ｃｕ、Ｎｉ、及びＭｏのうちの１種以上の元素を含有してもよい。
【００４２】
　以下、任意の元素であるＣｕ、Ｎｉ、及びＭｏの作用効果と、含有量の限定理由につい
て説明する。
【００４３】
　［Ｃｕ：０．２０％以下］
　Ｃｕは鋼の疲労強度を高める効果を有するため、０．２０％以下を含有させてもよい。
０．２０％を超えると、冷間鍛造性が低下する。冷間鍛造性確保の観点から、含有させる
場合のＣｕの量は０．１５％以下とすることが好ましい。
【００４４】
　［Ｎｉ：０．２０％以下］
　Ｎｉは鋼の疲労強度を高める効果を有するため、０．２０％以下を含有させてもよい。
０．２０％を超えると、冷間鍛造性が低下する。冷間鍛造性確保の観点から、含有させる
場合のＮｉの量は０．１５％以下とすることが好ましい。
【００４５】
　［Ｍｏ：０．２０％以下］
　Ｍｏは鋼の疲労強度を高める効果を有するため、０．２０％以下を含有させてもよい。
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０．２０％を超えると、冷間鍛造性が低下する。冷間鍛造性確保の観点から、含有させる
場合のＭｏの量は０．１５％以下とすることが好ましい。
【００４６】
　固溶Ｎｂの含有量（質量％）が上記Ｎｂの総含有量に対して２５％以上、固溶Ｖの含有
量（質量％）が上記Ｖの総含有量に対して５０％以上である必要がある。
【００４７】
　固溶Ｖ量とは、鋼に含有されるＶのうち、炭窒化物として析出していないＶの質量％で
あり、固溶Ｎｂ量とは、鋼材に含有されるＮｂのうち、炭窒化物として析出していないＮ
ｂの質量％である。
【００４８】
　上述のとおり、Ｎｂ及びＶを鋼に同時に添加することで、時効硬化処理の際にＶと複合
的に炭窒化物を形成させ、耐久比を高めることが可能である。時効硬化処理の際にＶと複
合的に炭窒化物を形成させるためには、時効硬化処理前の鋼においては、適正量の固溶Ｎ
ｂ、固溶Ｖが存在する必要がある。
【００４９】
　具体的には、本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼の成分は、式（１）で定義されるｆｎ１が
、０．０３以上でなければならない。これは、時効硬化処理の際に、耐久比を高めるため
の適切な量のＮｂとＶの複合炭窒化物を得るためである。なお、ｆｎ１の上限値は特に限
定しないが、０．９０以下としてよい。
【００５０】
　ｆｎ１＝［Ｎｂ］／［Ｖ］　・・・　（１）
　ただし、［Ｖ］は固溶Ｖの質量％、［Ｎｂ］は固溶Ｎｂの質量％を示す。
【００５１】
　固溶Ｖ量、固溶Ｎｂ量は、たとえば、以下の抽出残渣分析法により求められる。
【００５２】
　丸棒に成形された時効硬化鋼の半径×０．５の位置から、１０ｍｍ×１０ｍｍ×１０ｍ
ｍの試料を切り出し、抽出残渣分析用試料とする。この試料を、１０％ＡＡ系溶液（テト
ラメチルアンモニウムクロライド、アセチルアセトン、メタノールを１：１０：１００で
混合した液体）中で定電流電気分解する。
【００５３】
　この際、表面の付着物を除去するため、先ず、電流：１０００ｍＡ、時間：２８分の条
件で予備電気分解を行った後、試料表面の付着物をアルコール中で超音波洗浄して試料か
ら除去し、付着物を除去された試料の質量を測定し、次に行う電気分解前の試料の質量と
する。
【００５４】
　次いで、電流：１７３ｍＡ、時間：１４２分、室温の条件で試料を電気分解する。電気
分解した試料を取り出し、試料表面の付着物（残渣）をアルコール中で超音波洗浄して試
料から除去する。その後、電気分解後の溶液および超音波洗浄に用いた溶液を、メッシュ
サイズ０．２μｍのフィルターで吸引ろ過して残渣を採取する。付着物（残渣）を除去さ
れた試料の質量を測定し、電気分解前後の試料の質量の測定値の差から、「電気分解され
た試料の質量」を求める。
【００５５】
　上記のフィルター上に採取した残渣は、シャーレに移して乾燥させ、質量を測定した後
、ＪＩＳ　Ｇ　１２５８に準拠し、ＩＣＰ発光分析装置（高周波誘導結合プラズマ発光分
光分析装置）によって分析し、「残渣中のＶおよびＮｂの質量」を求める。
　そして、上記のようにして求めた「残渣中のＶおよびＮｂの質量」を、「電気分解され
た試料の質量」で除し、百分率表示したものが、「抽出残渣分析による固溶Ｖ量および固
溶Ｎｂ量」である。
【００５６】
　ｆｎ１に関する前述の式（１）の導出の根拠を説明する。
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【００５７】
　本発明者らは、Ｃ：０．０２～０．１３％、Ｓｉ：０．０１～０．５０％、Ｍｎ：０．
２０～０．７０％、Ｐ：０．０２０％以下（０％を含む）、Ｓ：０．００５～０．０２０
％、Ａｌ：０．００５～０．０５０％、Ｃｒ：０．０２～１．５０％、Ｖ：０．０２～０
．５０％、Ｎｂ：０．００５～０．０５０％、及びＮ：０．００３～０．０３０％を含有
し、残部はＦｅ及び不可避的不純物である鋼について、Ａ３点以下に３０ｍｉｎ～６０ｍ
ｉｎ保持する試験を実施して様々な固溶Ｖ量および固溶Ｎｂ量を有する供試鋼を作製した
。そして、上述の手法で固溶Ｖ量および固溶Ｎｂ量を測定するとともに、上記供試鋼に対
して引張試験（ＪＩＳ　Ｚ　２２４１準拠）、小野式回転曲げ試験（ＪＩＳ　Ｚ　２２７
４準拠）を実施し、耐久比を求めた。
【００５８】
　得られた結果から、供試鋼の固溶Ｖ量に対する固溶Ｎｂ量の割合を求め、耐久比との関
係を調査した結果を図１に示す。
【００５９】
　図１より、供試鋼の固溶Ｖ量に対する固溶Ｎｂ量の割合を０．０３以上にすることで、
耐久比を０．６０以上にすることができることが明らかとなった。式（１）で定義される
ｆｎ１の値が０．０３未満では、複合炭窒化物を析出しないため、耐久比向上の効果が得
られない。そのため、ｆｎ１の値を０．０３以上に限定する。
【００６０】
　本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼のミクロ組織は、フェライトとパーライトの混合組織を
主体としたものであり、かつフェライトの面積率が８５％以上とする。パーライトの面積
率は小さくともよく、０でもよい。なお、フェライトとパーライト以外の組織（残部組織
）として、ベイナイトやマルテンサイトが生成される場合があるが、このような場合は、
ベイナイトとマルテンサイトの合計の面積率が５％以下に制限する必要がある。
【００６１】
　また、本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼は、式（２）で定義されるｆｎ２が１３．５以下
でなければならない。なお、ｆｎ２値は低ければ低いほど望ましく、その下限値は特に限
定しないが、各元素の含有量の上下限値から、０．８０以上となる。
【００６２】
　ｆｎ２＝１２５×Ｃ－１３×Ｖ－４×Ｎｂ　・・・　（２）
　ただし、Ｃは鋼が含有するＣの質量％、Ｖは鋼が含有するＶの質量％、Ｎｂは鋼が含有
するＮｂの質量％を示す。
【００６３】
　ｆｎ２に関する前述の式（２）の導出の根拠を説明する。
【００６４】
　耐久比を向上させるためには、フェライトの面積率を８５％以上とする必要がある。そ
して、さらに、フェライトを強化することが重要である。Ｖ及びＮｂは、時効硬化処理中
に炭窒化物を析出し、フェライトを強化する元素である。式（２）で定義されるｆｎ２の
値が１３．６以上では、フェライトが十分に強化されない。また、フェライト面積率が８
５％以上とならない場合がある。そのため、０．６０以上の耐久比を得ることができない
。そのため、本発明で求める耐久比を得るためにｆｎ２を１３．５以下とする。
【００６５】
　ベイナイト組織及びマルテンサイト組織はフェライト・パーライト組織と比較して冷間
変形能に劣る組織であり、冷間鍛造時の割れの発生原因となる。よって、ベイナイト組織
及びマルテンサイト組織は合計して、面積率で５％以下に制限しなければならない。冷間
鍛造時の割れを抑制する観点から、ベイナイト組織、マルテンサイト組織はその生成量が
０であっても構わない。
【００６６】
　次に、本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼の製造方法を説明する。
【００６７】



(9) JP 6380656 B2 2018.8.29

10

20

30

40

50

　本発明の冷間鍛造用時効硬化鋼を得るためには、例えば、前述の化学組成を有する鋳片
または鋼片を被圧延材として、熱間圧延により圧延し、かつ、最終圧延工程における圧延
を終了した後、室温まで冷却すればよい。
【００６８】
　鋳片又は鋼片を得る方法は特に限定されず、常法によればよい。熱間圧延は、式（１）
にて規程したｆｎ１値（［Ｎｂ］／［Ｖ］）を得るために、最終圧延工程における圧延温
度は９００℃以上として実施する必要がある。
【００６９】
　また、熱間圧延終了後に室温まで冷却する際に、上記規程のミクロ組織を得るために、
マルテンサイト、ベイナイトが生成する様な大きな冷却速度でない方法、例えば放冷等に
より実施する必要がある。より具体的には、平均冷却速度を０．６℃／ｓ以下とする必要
がある。
【００７０】
　＜時効硬化処理について＞
　本発明の時効硬化用鋼は、たとえば、機械構造部品を製造するために用いることができ
る。機械構造部品を製造する際には、本発明の時効硬化用鋼に、冷間鍛造、時効硬化処理
を順に施し、その後、切削等の加工工程に供する。
【００７１】
　冷間鍛造に続く時効硬化処理後の硬化をなるべく抑制しつつ、高い疲労強度を有する部
品を得るためには、所望の部品形状を得るための冷間鍛造を実施したのち、例えば２００
℃～Ａｃ３点以下の温度域に、３０ｍｉｎ以上の再加熱（時効硬化処理）を実施すればよ
い。
【００７２】
　加熱温度が２００℃未満では、炭窒化物の析出が起こらないため、高い耐久比が得られ
ないおそれがある。またＡｃ３点を超えて加熱すると、析出物の粗大化により高い耐久比
が得られないばかりか、オーステナイトに変態するため、熱処理ひずみが避けられない。
【００７３】
　加熱時間が３０ｍｉｎ未満では、炭窒化物の析出が起こらず、高い耐久比が得られない
おそれがある。また加熱時間が長くなっても、同様の効果は得られるが、長くなりすぎる
と製造コストを高めるため、望ましくは１８０ｍｉｎ以下である。
【００７４】
　なお、Ａｃ３点は、以下の式にて算出できる。
【００７５】
　Ａｃ３（℃）＝－２３０．５×Ｃ＋３１．６×Ｓｉ－２０．４×Ｍｎ－３９．８×Ｃｕ
－１８．１×Ｎｉ－１４．８×Ｃｒ＋１６．８×Ｍｏ＋９１２
　式中の元素記号は、鋼中の元素の含有量（質量％）を示す。
【００７６】
　以上、本発明に係る時効硬化用鋼について説明した。本発明の時効硬化用鋼の形状は特
に問わない、鋼板、鋼管、条鋼（形鋼、棒鋼、線材、軌条等）等、いかなる形状にも適用
できる。
【実施例】
【００７７】
　以下、実施例により本発明をさらに詳しく説明する。以下の実施例は、本発明の一例を
具体的に示すものであり、本発明は以下の実施例で用いた条件に限定されるものではない
。なお、表中において、下線を付した値は、その値が本発明外であることを示す。
【００７８】
　表１に示す化学組成を有する鋼Ａ～Ｐを真空溶解にて１５０ｋｇインゴットに溶製し、
１２００℃加熱後、１０００℃仕上げでφ４２の丸棒に鍛伸成形（熱間鍛造）し、大気中
で冷却した。なお、後述する試験番号１７は、１０５０℃加熱して鍛伸を開始し、７８０
℃仕上げとした。
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【００７９】
　上記の鋼Ａ～Ｐのうち、鋼Ａ～Ｊは化学組成が本発明で規定する範囲内にある鋼である
。一方、鋼Ｋ～Ｐは化学組成が本発明で規定する範囲から外れた比較例の鋼である。
【００８０】
　表２に、熱間鍛造後の鋼の硬さ、組織、固溶Ｖ量、固溶Ｎｂ量、ｆｎ１、ｆｎ２を示す
。表２の「ミクロ組織」における「Ｆ」はフェライト、「Ｐ」はパーライト、「Ｂ」はベ
イナイト、「Ｍ」はマルテンサイトを示す。また、表２中の「Ｂ，Ｍ面積率」とは、ベイ
ナイトとマルテンサイトの合計の面積率を示す。
【００８１】
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【００８２】
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【表２】

【００８３】
　前記の丸棒鍛伸材からφ１４×２１ｍｍ（φは直径を表す。以下同じ。）の円柱状試験
片を切りだし、冷間プレスによる圧縮試験を行い、冷間鍛造性評価を実施した。
【００８４】
　評価項目は、加工率（（１－加工後高さ／加工前高さ）×１００）が７０％の時のき裂
（７０％加工時のき裂）発生の有無、及び加工率５０％時の鍛造荷重（５０％加工時の荷
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重，（ｔｏｎ））とした。き裂は、５倍の拡大鏡を用いて観察し、５本の試験片において
長さ０．５ｍｍ以上のき裂が観察されない場合に、き裂なしと判定した。鍛造荷重につい
ては、２０ｔｏｎ以下を、十分低く良好であると判定した。
【００８５】
　さらに、前記のφ４２ｍｍ丸棒鍛伸材を、その横断面を観察するように樹脂に埋め込ん
だ後、研磨し、ナイタールで腐食してミクロ組織を観察するとともに、９．８Ｎの荷重で
ビッカース硬さを測定した。ミクロ組織観察、ビッカース硬さは、いずれも丸棒鍛伸材の
中心付近で実施した。ビッカース硬さは３点平均を測定値とした。
【００８６】
　続いて、前記の丸棒鍛伸材をφ３６ｍｍにピーリング加工後、７５％の冷間鍛造を模擬
したφ１８ｍｍへの引抜加工を実施し、６００℃に加熱して６０ｍｉｎ保持（時効硬化処
理）後、大気冷却して、引張試験、小野式回転曲げ試験片を採取し、それぞれの試験に供
した。
【００８７】
　さらに、前記のφ４２ｍｍ丸棒鍛伸材より１０ｍｍ３の抽出残渣試験片を切りだし、前
述の抽出残渣分析法によって固溶Ｖ量、固溶Ｎｂ量を測定した。
【００８８】
　表３に、鋼材Ａ～Ｑを用いた試験番号１～１７の冷間鍛造性評価における加工率７０％
時のき裂有無、加工率５０％時の鍛造荷重、φ１８ｍｍ引抜後に６００℃にて６０ｍｉｎ
保持後の引張強度、疲労強度、耐久比（疲労強度／引張強度）を示す。耐久比については
０．６００以上である場合に、良好と判定し、引張強度については４００ＭＰａ以上、疲
労強度については２５０ＭＰａ以上である場合に良好と判定した。表３中の下線は、良好
と判定されなかったことを意味する。
【００８９】
　なお、耐久比、疲労強度、５０％加工時の鍛造荷重の全てが良好であったものを「冷鍛
性×疲労強度」が良好であると判定し、本発明の効果を享受できているものと評価した。
【００９０】
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【表３】

【００９１】
　表３から、本発明で規定する化学組成とミクロ組織の条件を満たす試験番号１～１０の
棒鋼の場合、「冷鍛性×疲労強度」の評価は「○」、すなわち、目標とする７０％加工に
おいてき裂がなく、５０％加工において鍛造荷重は２０ｔｏｎ以下であり、所望の冷間鍛
造性が得られた。さらに、鍛造後の時効硬化処理により、耐久比が０．６０以上となり、
硬さを抑えて、高い疲労強度が得られた。
【００９２】
　これに対して、本発明で規定する化学組成とミクロ組織の条件の少なくともいずれかか
ら外れた試験番号１１～１７の棒鋼の場合、「冷鍛性×疲労強度」の評価は「×」であっ
て、所望の冷間鍛造性もしくは疲労強度が得られていない。
【００９３】
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　試験番号１１の場合、Ｃの含有量が本発明で規定する範囲を超えているため、冷間鍛造
時の荷重が高く、またき裂も認められ、求める冷間鍛造性が得られていない。また、フェ
ライトの面積率が低く、さらに、ｆｎ２の値が本発明で規定する値を上回っているため、
求める耐久比が得られていない。
【００９４】
　試験番号１２の場合、Ｃの含有量が本発明で規定する範囲を下回っているため、冷間鍛
造時の鍛造性は満足するものの、時効硬化処理後の引張強度、疲労強度が低く、求める性
能が得られていない。
【００９５】
　試験番号１３の場合、Ｖが添加されていないため、フェライトが強化されず、また、フ
ェライトの面積率が低く、さらに、ｆｎ２の値が本発明で規定する値を上回っているため
、求める耐久比が得られていない。
【００９６】
　試験番号１４の場合、Ｖの添加量が本発明で規定する範囲を下回っているため、フェラ
イトが十分に強化されず、また、フェライトの面積率が低く、さらに、ｆｎ２の値が本発
明で規定する値を上回っているため、求める耐久比が得られていない。
【００９７】
　試験番号１５の場合、Ｎｂが添加されていないため、フェライトが強化されず、求める
耐久比が得られていない。
【００９８】
　試験番号１６の場合、Ｎｂの添加量が本発明で規定する範囲を下回っているため、フェ
ライトが十分に強化されず、またｆｎ１の値が本発明で規定する値を上回っているため、
求める耐久比が得られていない。
【００９９】
　試験番号１７の場合、固溶Ｎｂの含有量と固溶Ｖの含有量が本発明で規定する値を下回
っているため、フェライトが十分に強化されず、求める耐久比が得られていない。
【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本発明の冷間鍛造用時効硬化用は、高い疲労強度が確保でき、冷間鍛造性に優れるので
、これまで「熱間鍛造－切削」工程で製造していた自動車用部品、産業機械用部品、建設
機械用部品など機械構造部品のニアネットシェイプ化に貢献できる。
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